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同意 第１号 

 

 

那須塩原市教育委員会委員の任命について 

 

 次の者を那須塩原市教育委員会委員に任命したいので、地方教育行政の組織及び運

営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第４条第２項の規定により、議会の同

意を求める。 

 

令和４年 ２月２５日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎   

 

 

住  所  那須塩原市塩原７７０番地 

氏  名  臼井 祥朗 

生年月日  昭和４０年 ７月 ８日 
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同意 第２号 

 

 

人権擁護委員の候補者の推薦について 

 

次の者を人権擁護委員として推薦したいので、人権擁護委員法（昭和２４年法律第

１３９号）第６条第３項の規定により、議会の意見を求める。 

 

令和４年 ２月２５日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 

 

 

住  所  那須塩原市下永田７丁目１０８２番地３６ 

氏  名  鈴木 幸江 

生年月日  昭和３２年１１月 ６日 

 

2



議案 第１号 

 

 

令和３年度那須塩原市一般会計補正予算（第１０号） 

 

令和３年度那須塩原市一般会計補正予算（第１０号）を別冊のとおり提出する。 

 

令和４年 ２月２５日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎   
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議案 第２号 

 

 

令和３年度那須塩原市国民健康保険特別会計補正予算（第４号） 

 

令和３年度那須塩原市国民健康保険特別会計補正予算（第４号）を別冊のとおり提

出する。 

 

令和４年 ２月２５日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 
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議案 第３号 

 

 

令和３年度那須塩原市後期高齢者医療特別会計補正予算（第３号） 

 

令和３年度那須塩原市後期高齢者医療特別会計補正予算（第３号）を別冊のとおり

提出する。 

 

令和４年 ２月２５日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 
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議案 第４号 

 

 

令和３年度那須塩原市介護保険特別会計補正予算（第４号） 

 

令和３年度那須塩原市介護保険特別会計補正予算（第４号）を別冊のとおり提出す

る。 

 

令和４年 ２月２５日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 
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議案 第５号 

 

 

令和３年度那須塩原市温泉事業特別会計補正予算（第２号） 

 

令和３年度那須塩原市温泉事業特別会計補正予算（第２号）を別冊のとおり提出す

る。 

 

令和４年 ２月２５日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 
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議案 第６号 

 

 

令和３年度那須塩原市水道事業会計補正予算（第２号） 

 

令和３年度那須塩原市水道事業会計補正予算（第２号）を別冊のとおり提出する。 

 

令和４年 ２月２５日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 
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議案 第７号 

 

 

令和３年度那須塩原市下水道事業会計補正予算（第２号） 

 

令和３年度那須塩原市下水道事業会計補正予算（第２号）を別冊のとおり提出する。 

 

令和４年 ２月２５日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 
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議案 第８号 

 

 

令和４年度那須塩原市一般会計予算 

 

令和４年度那須塩原市一般会計予算を別冊のとおり提出する。 

 

令和４年 ２月２５日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 
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議案 第９号 

 

 

令和４年度那須塩原市国民健康保険特別会計予算 

 

令和４年度那須塩原市国民健康保険特別会計予算を別冊のとおり提出する。 

 

令和４年 ２月２５日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 
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議案 第１０号 

 

 

令和４年度那須塩原市後期高齢者医療特別会計予算 

 

令和４年度那須塩原市後期高齢者医療特別会計予算を別冊のとおり提出する。 

 

令和４年 ２月２５日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 
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議案 第１１号 

 

 

令和４年度那須塩原市介護保険特別会計予算 

 

令和４年度那須塩原市介護保険特別会計予算を別冊のとおり提出する。 

 

令和４年 ２月２５日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 
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議案 第１２号 

 

 

令和４年度那須塩原市温泉事業特別会計予算 

 

令和４年度那須塩原市温泉事業特別会計予算を別冊のとおり提出する。 

 

令和４年 ２月２５日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎   
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議案 第１３号 

 

 

令和４年度那須塩原市墓地事業特別会計予算 

 

令和４年度那須塩原市墓地事業特別会計予算を別冊のとおり提出する。 

 

令和４年 ２月２５日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 
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議案 第１４号 

 

 

令和４年度那須塩原市産業団地造成事業特別会計予算 

 

令和４年度那須塩原市産業団地造成事業特別会計予算を別冊のとおり提出する。 

 

令和４年 ２月２５日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 
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議案 第１５号 

 

 

令和４年度那須塩原市水道事業会計予算 

 

令和４年度那須塩原市水道事業会計予算を別冊のとおり提出する。 

 

令和４年 ２月２５日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 
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議案 第１６号 

 

 

令和４年度那須塩原市下水道事業会計予算 

 

令和４年度那須塩原市下水道事業会計予算を別冊のとおり提出する。 

 

令和４年 ２月２５日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 
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議案 第１７号 

 

 

那須塩原市自治会活動の促進に関する条例の制定について 

 

上記議案を提出する。 

 

令和４年 ２月２５日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 

 

 

那須塩原市自治会活動の促進に関する条例 

（目的） 

第１条 この条例は、地域社会において自治会が重要な役割を担っていることに鑑み、

自治会活動の促進に関し、基本理念を定め、市民、自治会、那須塩原市自治会長連

絡協議会（以下「協議会」という。）、事業者、住宅関連事業者及び市の役割を明ら

かにすることにより、市民が相互に支え合い、安心して快適に暮らすことができる

地域社会の実現に資することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

⑴ 市民 市内に居住する者をいう。 

⑵ 自治会 本市の一定の区域に居住する者の地縁に基づいて形成された団体で

あって、協議会を構成しているものをいう。 

⑶ 地域住民 自治会の区域内に居住する者をいう。 

⑷ 事業者 市内に事務所又は事業所を有する個人又は法人をいう。 

⑸ 住宅関連事業者 市内における住宅の建築、販売、賃貸又は管理（以下「住宅

の建築等」という。）を業として行う者（これらの代理又は媒介をする者を含む。）

をいう。 

（基本理念） 

第３条 自治会活動の促進は、次に掲げる事項を基本理念として行うものとする。 
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⑴ 市民が相互に交流を深め、協力と支え合いの精神に基づく自主的な活動が行わ

れるようにすること。 

⑵ 市民の多様な価値観及び自主性を尊重するとともに、自治会の自立性及び個性

を損なわないよう配慮すること。 

⑶ デジタル化や少子高齢化などに起因する生活様式の変化を的確に捉え、社会情

勢に合わせた活動が行われるようにすること。 

⑷ 市民、自治会、協議会、事業者、住宅関連事業者及び市の相互理解と協働によ

り行われること。 

（市民の役割） 

第４条 市民は、地域社会の一員であることを認識し、自治会への加入及び自治会活

動への参加に努めるものとする。 

（自治会の役割） 

第５条 自治会は、地域住民の自発的な自治会への加入を促進するよう努めるものと

する。 

２ 自治会は、その活動が地域住民及び事業者にとって参加しやすいものとなるよう

努めるものとする。 

３ 自治会は、自治会活動に関する情報を地域住民に積極的に提供し、その運営につ

いて透明性の向上を図り、開かれた組織づくりに努めるものとする。 

４ 自治会は、地域を担う人材の育成に努めるものとする。 

５ 自治会は、地域が抱える課題を把握し、その解決に向けた取組の実践に努めるも

のとする。 

（協議会の役割） 

第６条 協議会は、自治会の地域課題の解決や地域活動の活性化に向けた自主的かつ

自立的な活動を推進するための環境づくりに努めるものとする。 

２ 協議会は、自治会相互の連絡調整を図るとともに、市内における自治会への加入

及び自治会活動への参加を促進するための取組を行うものとする。 

３ 協議会は、本市の一定の区域に居住する者の地縁に基づいて形成された団体であ

って、協議会を構成していないもの（以下「自主グループ」という。）が自治会とし

て組織化することへの協力に努めるものとする。 

（事業者の役割） 

第７条 事業者は、事務所又は事業所が所在する地域において行われる自治会活動へ

の参加及び協力に努めるものとする。 
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２ 事業者は、従業員がその居住する地域の自治会に加入すること及び自治会活動に

参加することに配慮するよう努めるものとする。 

（住宅関連事業者の役割） 

第８条 住宅関連事業者は、住宅の建築等に当たっては、当該住宅に入居しようとす

る者に対して、当該住宅が所在する地域の自治会に関する情報を提供し、自治会へ

の加入を促すよう努めるものとする。 

２ 住宅関連事業者は、自治会への加入及び自治会活動への参加の促進に関する市の

施策及び協議会の取組に協力するよう努めるものとする。 

（市の役割） 

第９条 市は、市民の自発的な自治会への加入及び自治会活動への参加を促進するた

め、積極的な広報及び啓発を行うものとする。 

２ 市は、市民が自治会を組織すること及び自主グループが自治会として組織化する

ことに対し、情報の提供及び助言を行うものとする。 

３ 市は、自治会及び協議会の主体的な活動を促進するために必要な支援を行うもの

とする。 

４ 市は、自治会の協力を得て事業を実施する場合は、自治会の負担が過重にならな

いよう努めるものとする。 

５ 市は、職員がその居住する地域の自治会に加入すること及び自治会活動に参加す

ることの促進に努めるものとする。 

（委任） 

第１０条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

この条例は、令和４年４月１日から施行する。 
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議案 第１８号 

 

 

那須塩原市墓地管理基金条例の制定について 

 

上記議案を提出する。 

 

令和４年 ２月２５日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 

 

 

那須塩原市墓地管理基金条例 

（設置） 

第１条 墓地の管理に要する経費の財源に充てるため、那須塩原市墓地管理基金（以

下「基金」という。）を設置する。 

（積立て） 

第２条 毎年度基金として積み立てる額は、那須塩原市墓地事業特別会計に生じた決

算上の剰余金の全部又は一部とする。 

（管理） 

第３条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法によ

り保管しなければならない。 

２ 基金に属する現金は、必要に応じ、最も確実かつ有利な有価証券に代えることが

できる。 

（運用収益の処理） 

第４条 基金の運用から生じる収益は、那須塩原市墓地事業特別会計歳入歳出予算に

計上してこの基金に編入するものとする。 

（繰替運用） 

第５条 市長は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、期間及び

利率を定めて基金に属する現金を歳計現金に繰り替えて運用することができる。 

（処分） 

第６条 基金は、墓地の管理に要する費用の財源に充てる場合に限り、その全部又は

22



一部を処分することができる。 

（委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか、基金の管理及び処分に関し必要な事項は、市

長が定める。 

附 則 

この条例は、令和４年４月１日から施行する。 
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議案 第１９号 

 

 

那須塩原市木の俣園地条例の制定について 

 

上記議案を提出する。 

 

令和４年 ２月２５日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 

 

 

那須塩原市木の俣園地条例 

（設置） 

第１条 地域のかけがえのない自然環境を保存し、後世に引き継ぐため、那須塩原市

木の俣園地（以下「木の俣園地」という。）を設置する。 

（名称及び位置） 

第２条 木の俣園地の名称及び位置は、別表第１のとおりとする。 

（施設） 

第３条 木の俣園地に次に掲げる施設を置く。 

⑴ ふれあい広場 

⑵ 交流広場 

⑶ 公衆トイレ 

⑷ 駐車場 

⑸ 遊歩道 

⑹ 巨岩吊り橋 

（行為の制限） 

第４条 木の俣園地において次に掲げる行為をするため、その全部又は一部の区域を

独占して利用しようとする者は、市長の許可を受けなければならない。 

⑴ 物品の販売及び頒布、募金その他これらに類する行為をすること。 

⑵ 営利を目的として写真又は映画の撮影その他これらに類する行為をすること。 

⑶ 興行を行うこと。 
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⑷ 展示会、博覧会その他これらに類する行為をすること。 

２ 前項の許可を受けようとする者は、行為の目的、行為の期間、行為を行う場所、

行為の内容その他市長の定める事項を記載した申請書を市長に提出しなければな

らない。 

３ 第１項の許可を受けた者は、許可を受けた内容を変更するときは、市長へ届け出 

るものとする。 

４ 市長は、第１項の許可に木の俣園地の管理上必要な範囲で条件を付することがで

きる。 

（行為の禁止） 

第５条 木の俣園地においては、次に掲げる行為をしてはならない。 

⑴ バーベキュー（火気を用いて食品を調理する行為をいう。）、たき火（火をたく

行為をいう。）その他これらに類する行為をすること。ただし、交流広場において

直火（地面で直接火をたく行為をいう。）を避け、専用の用具を用いて行う場合を

除く。 

⑵ キャンプ（テントその他簡易な宿泊の用に供することができる用具を用い、又

は用いないで行う野営をいう。）をすること。 

⑶ 花火（火薬類取締法（昭和２５年法律第１４９号）第２条第２項に規定するが

ん具煙火の爆発又は燃焼をいう。）をすること。 

⑷ 拡声器、ラジオ等により著しく騒音を発すること。 

⑸ ペットを放し飼いにすること。 

⑹ ごみ（空き缶、たばこの吸い殻、紙くず、ペットの糞その他これらに類するも

ので、投棄されることによって散乱の原因となるものをいう。）を投棄すること。 

（許可の取消し等） 

第６条 市長は、第４条第１項の許可を受けた者が次の各号のいずれかに該当すると

認めるときは、その許可を取り消し、又はその行為を制限し、若しくは中止させる

ことができる。 

⑴ この条例又はこの条例に基づく規則に違反したとき。 

⑵ 偽りその他不正の手段により許可を受けたことが判明したとき。 

⑶ その他市長が必要あると認めるとき。 

（供用期間及び供用時間） 

第７条 第３条の施設のうち公衆トイレ及び駐車場の供用期間及び供用時間は、規則

で定める。 
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（使用料） 

第８条 駐車場を利用する者は、規則で定める期間にあっては、別表第２に規定する

額の使用料を納付しなければならない。 

２ 前項の使用料は、駐車場に入車したときに納付するものとする。 

３ 第４条第１項の許可を受けて木の俣園地を利用する者は、那須塩原市行政財産使

用料条例（平成１７年那須塩原市条例第６９号）第３条に規定する額の使用料を納

付しなければならない。 

（使用料の免除） 

第９条 市長は、特別の事由があると認めるときは、前条第１項又は第３項の使用料

を免除することができる。 

（原状回復の義務） 

第１０条 利用者は、施設の利用を完了したとき、又は第６条の規定により許可を取

り消されたときは、直ちにこれを原状に回復しなければならない。 

（損害賠償の義務） 

第１１条 利用者は、施設又は附属設備を汚損し、毀損し、又は滅失したときは、そ

の損害を賠償しなければならない。ただし、利用者の責めに帰することができない

事由その他市長がやむを得ないと認める事由があるときは、この限りでない。 

（罰則） 

第１２条 市長は、次の各号のいずれかに該当する者については、１万円以下の過料

に処することができる。 

⑴ 第４条第１項の規定に違反して同項各号に掲げる行為をした者 

⑵ 第５条の規定に違反して同条各号に掲げる行為をした者 

（委任） 

第１３条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

この条例は、令和４年７月１日から施行する。 

別表第１（第２条関係） 

名称 位置 

那須塩原市木の俣園地 

 

那須塩原市百村字石滝３０７４番２ 

那須塩原市百村字石滝３０７４番４ 

那須塩原市百村字石滝３０７４番５ 

那須塩原市百村字屋敷内国有林１７３林班そ小班 
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 那須塩原市百村字屋敷内国有林１７３林班つ小班 

那須塩原市百村字屋敷内国有林１７３林班ね小班 

別表第２（第８条関係） 

区分 使用料 

バス １，０００円 

普通自動車 

小型自動車 

軽自動車 

５００円 

二輪自動車 ２００円 

備考 

１ 「バス」とは、道路運送車両法施行規則（昭和２６年運輸省令第７４号。以

下「省令」という。）別表第１に規定する普通自動車のうち、人の運送の用に供

する乗車定員１１人以上のものをいう。 

２ 「普通自動車」とは、省令別表第１に規定する普通自動車のうち、貨物の運

送の用に供する普通自動車及び人の運送の用に供する乗車定員１１人以上の

普通自動車を除いたものをいう。 

３ 「小型自動車」とは、省令別表第１に規定する小型自動車のうち、二輪自動

車を除いたものをいう。 

４ 「軽自動車」とは、省令別表第１に規定する軽自動車のうち、二輪自動車を

除いたものをいう。 

５ 「二輪自動車」とは、二輪自動車及び原動機付自転車をいう。 
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議案 第２０号 

 

 

那須塩原市有墓地条例の全部改正について 

 

上記議案を提出する。 

 

令和４年 ２月２５日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 

 

 

那須塩原市有墓地条例 

那須塩原市有墓地条例（平成１７年那須塩原市条例第１５１号）の全部を改正する。 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２の規定

に基づき、那須塩原市有墓地（以下「市有墓地」という。）の設置及び管理に関し

必要な事項を定める。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

⑴ 市有墓地 使用区画及びその周辺の緑地並びにこれらの附帯施設の総称 

⑵ 使用区画 墳墓を設けるために、市長が指定した区画 

⑶ 納骨堂 焼骨を収蔵する施設 

⑷ 墳墓 焼骨を埋蔵する施設 

⑸ 使用者 第１０条第１項の使用許可を受けた者又は第１６条第１項の規定に

より使用権を承継した者 

⑹ 使用権 使用区画を使用する権利 

（名称及び位置） 

第３条 公共の福祉及び公衆衛生の向上に資するため、市有墓地を設置し、その名称

及び位置は、別表第１のとおりとする。 

（使用の目的） 
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第４条 使用区画は、墳墓の用に供する目的以外に使用することができない。 

（申込者の資格） 

第５条 使用区画の使用の申込みができる者は、本市に住所を有し、現に墳墓を設置

するための場所又は納骨堂を使用しておらず、焼骨を埋蔵しようとする者とする。

ただし、市長が特別の事由があると認めた場合は、この限りでない。 

（使用区画数の制限） 

第６条 使用者が使用できる使用区画は、１区画とする。ただし、第１６条第１項の

規定により使用権を承継したときは、この限りでない。 

（使用区画の公募） 

第７条 市長は、使用区画を使用させようとするときは、公募を行うものとする。 

２ 前項の規定による使用区画の公募は、那須塩原市広報その他の方法により、次に

掲げる事項を公示して行うものとする。 

⑴ 公募の期間 

⑵ 公募する市有墓地の名称、位置、使用料及び管理料 

⑶ 使用者の資格 

⑷ 公募する使用区画の数 

⑸ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

（使用予定者の申込み） 

第８条 使用区画を使用しようとする者は、当該公募の期間内に、市長にその旨を申

し込み、使用予定者（使用区画の使用予定者をいう。以下同じ。）の決定を受けな

ければならない。 

２ 前項の規定による申込みは、次に掲げる事項を記載した申込書に使用区画の使用

の申込みができる者の資格を有することを証明する書類を添付し、市長に提出して

しなければならない。 

⑴ 使用する市有墓地の名称 

⑵ 申込みをする者の氏名、本籍地及び住所 

⑶ 使用区画を使用しようとする事由 

（使用予定者の決定） 

第９条 市長は、前条第１項の規定による申込みをした者（以下「申込者」という。）

を使用予定者に決定するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、申込者の数が公募する使用区画の数を超えるときは、

抽選により使用予定者を決定するものとする。 
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（使用の許可） 

第１０条 前条第１項又は第２項の規定により使用予定者の決定を受けた者は、使用

区画の使用に係る市長の許可（以下「使用許可」という。）を受けなければならな

い。 

２ 市長は、使用許可をするときは、使用区画の番号を指定し、及び市有墓地の管理

上必要な条件を付することができる。 

（使用の申請） 

第１１条 使用許可を受けようとする者は、使用予定者の決定を受けた日から１０日

以内に市長に使用許可の申請をしなければならない。 

２ 前項の申請は、次に掲げる事項を記載した申請書を市長に提出してしなければな

らない。 

⑴ 許可を受ける市有墓地の名称 

⑵ 使用予定者の氏名、本籍地及び住所 

⑶ 使用区画を使用しようとする事由 

（代理人の選定） 

第１２条 使用者は、市内に住所を有しないとき、又は市内に住所を有しなくなった

ときは、市内に住所を有する者の中から代理人を選定しなければならない。ただし、

市長が特別の事由があると認めた場合は、この限りでない。 

２ 使用者は、前項の規定により代理人を選定したときは、次に掲げる事項を記載し

た届出書を速やかに市長に提出しなければならない。 

⑴ 市有墓地の名称及び使用区画の番号 

⑵ 選定した代理人の氏名、本籍地及び住所 

⑶ その他市長が必要と認める事項 

３ 使用者は、前項の規定により届け出た内容に変更が生じたときは、変更のあった

事項を記載した届出書を速やかに市長に提出しなければならない。 

４ 代理人は、使用者に代わり、その義務を負わなければならない。 

（使用区画の管理） 

第１３条 使用者は、市有墓地の清潔の保持に努めなければならない。 

２ 使用者は、墳墓、囲障、植栽及びその他の工作物（以下「工作物等」という。）

の転倒又は他人に危険若しくは迷惑を及ぼすおそれがあるときは、速やかに修理そ

の他の必要な措置を講じなければならない。 

（墳墓工事の届出等） 
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第１４条 使用者は、その使用区画において工作物等の新設、改修又は移転（以下「墳

墓工事」という。）をしようとするときは、次に掲げる事項を記載した届出書に墳

墓工事に係る工作物等の構造に関する書類を添付し、あらかじめ市長に提出しなけ

ればならない。ただし、市有墓地の管理上必要とする軽易な作業を行おうとすると

きは、この限りでない。 

⑴ 市有墓地の名称及び使用区画の番号 

⑵ 工事の種別、概要、工期及び施工業者 

２ 使用者は、別表第２に定める基準を満たさない工作物等を設置してはならない。 

３ 使用者は、墳墓工事を終了したときは、次に掲げる事項を記載した届出書を速や

かに市長に提出し、その検査を受けなければならない。 

⑴ 市有墓地の名称及び使用区画の番号 

⑵ 工事の種別、完了年月日及び施工業者 

（使用権の譲渡の禁止） 

第１５条 使用者は、使用権を他人に譲渡し、転貸し、又は担保に供してはならない。 

（使用権の承継） 

第１６条 前条の規定にかかわらず、使用者の死亡その他の事由により、当該使用者

に代わって祭しを主宰すべき者となった者は、使用権を承継することができる。 

２ 前項の規定により使用権を承継した者（以下「承継者」という。）は、次に掲げ

る事項を記載した届出書に承継の事由を証明する書類及び使用者と承継者の関係

が確認できる書類を添付し、速やかに市長に提出しなければならない。 

⑴ 市有墓地の名称及び使用区画の番号 

⑵ 使用者の氏名 

⑶ 承継者の氏名、本籍地、住所及び使用者との続柄 

⑷ 使用区画を承継した事由 

（使用権の消滅） 

第１７条 次の各号のいずれかに該当するときは、使用権は消滅する。 

⑴ 使用者が死亡し、又は所在不明となり、かつ、使用者の相続人、親族、縁故者

その他の使用者に代わり祭しを主宰する者がなく１０年を経過したとき。 

⑵ 使用者が、これを返還したとき。 

（使用許可の取消し） 

第１８条 市長は、使用者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、その使

用許可を取り消すことができる。 

31



⑴ 使用区画を第４条に規定する目的以外に使用したとき。 

⑵ 不正の手段により使用許可を受けたとき。 

⑶ その他この条例の規定に違反したとき。 

２ 前項の規定により使用許可を取り消された者は、速やかに使用区画を原状に回復

し、市に返還しなければならない。 

３ 使用者は、前項の規定による原状の回復が完了したときは、市長の検査を受けな

ければならない。 

（改葬） 

第１９条 市長は、第１７条第１号に規定する事由により使用権が消滅したときは、

埋葬した死体又は埋蔵した焼骨を一定の場所に改葬し、又は使用区画にある工作物

等を撤去することができる。 

（埋蔵等の届出） 

第２０条 使用者は、使用区画に焼骨を埋蔵し、又は改葬しようとするときは、次に

掲げる事項を記載した届出書にその焼骨が火葬又は改葬の許可を受けていること

を証明する書類を添付し、あらかじめ市長に提出しなければならない。 

⑴ 市有墓地の名称及び使用区画の番号 

⑵ 埋蔵し、又は改葬する故人の氏名、本籍地、住所及び使用者との続柄 

⑶ 埋蔵し、又は改葬する故人が死亡した年月日 

⑷ 埋蔵し、又は改葬する年月日 

（使用料） 

第２１条 使用者は、使用許可を受けたときは、別表第３に定める使用料を速やかに

納付しなければならない。 

２ 既に収めた使用料は、還付しない。 

３ 前項の規定にかかわらず、第１７条第２号に該当する場合であって、使用許可を

受けた日から使用区画に工作物等を設置せず未使用で返還したときは、市長は、使

用者の請求により使用料の全部又は一部を還付することができる。 

４ 前項の請求は、次に掲げる事項を記載した請求書を市長に提出してしなければな

らない。 

⑴ 使用料の還付を受ける市有墓地の名称及び使用区画の番号 

⑵ 還付を請求する金額 

⑶ 還付を請求する事由 

⑷ 還付金の振込先に関する情報 
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５ 還付の割合は、規則で定める。 

（管理料） 

第２２条 使用者は、別表第３に定める管理料を規則で定める納期限までに納付しな

ければならない。 

２ 市長は、特別の事由があると認めたときは、使用者の申請により管理料を減額し、

又は免除することができる。 

３ 前項の申請は、次に掲げる事項を記載した申請書に減額又は免除を必要とする事

由を証明する書類を添付し、市長に提出してしなければならない。 

⑴ 管理料の減額又は免除を受ける市有墓地の名称及び使用区画の番号 

⑵ 減額又は免除を受ける金額 

⑶ 既に収めた管理料の額 

⑷ 減額又は免除を受ける事由 

４ 既に収めた管理料は、還付しない。 

（許可証の交付等） 

第２３条 市長は、第１６条第２項の規定による届出があったとき、又は使用者が第

２１条第１項の規定により使用料を納付したときは、当該使用者に対し、許可証を

交付するものとする。 

２ 使用者は、許可証を紛失し、滅失し、又は汚損したときは、市有墓地の名称及び

使用区画の番号を記載した申請書を速やかに市長に提出し、許可証の再交付を受け

なければならない。 

（墓地の返還） 

第２４条 使用者は、使用区画を使用する必要がなくなったときは、速やかに市に返

還するものとする。 

２ 使用者は、前項の規定により使用区画を返還しようとするときは、次に掲げる事

項を記載した届出書を市長に提出しなければならない。 

⑴ 返還する使用区画の番号及び許可年月日 

⑵ 返還する事由 

⑶ 返還する年月日 

３ 前項の場合において、使用者は、あらかじめ使用区画を原状に回復しなければな

らない。 

４ 使用者は、前項の規定による原状の回復が完了したときは、市長の検査を受けな

ければならない。 
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（使用者の住所等の変更） 

第２５条 使用者は、その氏名、本籍地又は住所に変更が生じたときは、次に掲げる

事項を記載した申請書に当該事項を証明する書類を添付し、速やかに市長に提出し、

許可証の再交付を受けなければならない。 

⑴ 市有墓地の名称及び使用区画の番号 

⑵ 変更する事項及びその内容 

（委任） 

第２６条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

（許可に関する経過措置） 

２ この条例の施行の際現にこの条例による改正前の那須塩原市有墓地条例第４条

第１項の許可を受けている者は、改正後の第１０条第１項の使用許可を受けたもの

とみなす。 

（工作物等に関する経過措置） 

３ この条例の施行の際現に赤田霊園１号墓地、赤田霊園２号墓地及び塩原温泉さく

ら公園墓地以外の市有墓地に設置されている工作物等については、第１４条第２項

の規定は、適用しない。 

別表第１（第３条関係） 

名称 位置 

永田墓地 那須塩原市下永田１丁目２番地２ 

二つ室墓地 那須塩原市緑１丁目１０番地 

二区墓地 那須塩原市二区町４１２番地 

上赤田墓地 那須塩原市上赤田２３８番地８２４ 

那須塩原市上赤田２９５番地 

 西赤田墓地 那須塩原市西赤田２９３番地１ 

那須塩原市西赤田２９３番地２ 

三島１号墓地 那須塩原市西三島７丁目２８９番地４ 

三島２号墓地 那須塩原市三区町５番地８ 

那須塩原市三区町５番地１４ 

三島３号墓地 那須塩原市三区町５番地７ 
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赤田霊園１号墓地 那須塩原市西赤田２８１番地１ 

赤田霊園２号墓地 那須塩原市西赤田２６５番地２ 

塩原温泉さくら公園墓地 那須塩原市塩原９８２番地 

別表第２（第１４条関係） 

工作物等の種別 地盤面からの高さ 

墓石（墓石と一体として設置

する工作物等を含む。） 

２．５メートル以内 

囲障 ０．９メートル以内 

植栽 ０．９メートル以内 

その他の工作物 １．５メートル以内（囲障の上に設置する場合

は、囲障の高さを含む。） 

別表第３（第２１条、第２２条関係） 

市有墓地の種別 使用料 管理料（年額） 

三島３号墓地 １平方メートルにつき ２９，０

００円 

１区画につき ２，

０００円 

赤田霊園１号墓地 １平方メートルにつき ４０，０

００円 

１区画につき ２，

０００円 

赤田霊園２号墓地 １区画につき ３４０，０００円 １区画につき ２，

０００円 

塩原温泉さくら公

園墓地 

１区画につき ２００，０００円 

（本市に住所を有しない者にあっ

ては、４００，０００円） 

１区画につき ２，

０００円 

その他の市有墓地 １平方メートルにつき １６，０

００円 

１区画につき ２，

０００円 
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議案 第２１号 

 

 

那須塩原市個人情報保護条例の一部改正について 

 

上記議案を提出する。 

 

令和４年 ２月２５日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 

 

 

那須塩原市個人情報保護条例の一部を改正する条例 

那須塩原市個人情報保護条例（平成２０年那須塩原市条例第３２号）の一部を次

のように改正する。 

第２条第３号中「行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（平成１５年

法律第５８号）第２条第３項」を「個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律

第５７号）第２条第２項」に改め、同条第４号中「行政機関の保有する個人情報の

保護に関する法律第２条第４項」を「個人情報の保護に関する法律第２条第３項」

に改める。 

第３条中「（平成１５年法律第５７号）」を削る。 

附 則 

この条例は、令和４年４月１日から施行する。 
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議案 第２２号 

 

 

那須塩原市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部改正について 

 

上記議案を提出する。 

 

令和４年 ２月２５日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 

 

 

那須塩原市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部を改正する条例 

那須塩原市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例（平成１７年那須塩原市条

例第３８号）の一部を次のように改正する。 

第１２条第３項ただし書中「すべて」を「全て」に改める。 

別表第１の６の項の次に次のように加える。 

６の２ 職員が不妊治療に係る通院等のため

勤務しないことが相当であると認められる

場合 

一の年度において５日（当該通

院等が体外受精及び顕微授精に

係るものである場合にあって

は、１０日）の範囲内の期間 

附 則 

この条例は、令和４年４月１日から施行する。 
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議案 第２３号 

 

 

那須塩原市職員の育児休業等に関する条例の一部改正について 

 

上記議案を提出する。 

 

令和４年 ２月２５日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 

 

 

那須塩原市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

那須塩原市職員の育児休業等に関する条例（平成１７年那須塩原市条例第３９号）

の一部を次のように改正する。 

第２条第３号ア（ア）を削り、同号ア（イ）中「第２条の３第３号において「１

歳６月到達日」という。」を「以下「１歳６月到達日」という。）（第２条の４の

規定に該当する場合にあっては、２歳に達する日」に、「特定職に引き続き」を

「引き続いて任命権者を同じくする職（以下「特定職」という。）に」に改め、同

号ア中（イ）を（ア）とし、（ウ）を（イ）とする。 

第２条の３第２号中「以下この条」の次に「及び次条」を加える。 

第２条の４を第２条の５とし、第２条の３の次に次の１条を加える。 

（育児休業法第２条第１項の条例で定める場合） 

第２条の４ 育児休業法第２条第１項の条例で定める場合は、１歳６月から２歳に

達するまでの子を養育するため、非常勤職員が当該子の１歳６月到達日の翌日

（当該子の１歳６月到達日後の期間においてこの条の規定に該当してその任期の

末日を育児休業の期間の末日とする育児休業をしている非常勤職員であって、当

該任期が更新され、又は当該任期の満了後に特定職に引き続き採用されるものに

あっては、当該任期の末日の翌日又は当該引き続き採用される日）を育児休業の

期間初日とする育児休業をしようとする場合であって、次の各号のいずれにも該

当するときとする。 

⑴ 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳６月到達日において育児休
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業をしている場合又は当該非常勤職員の配偶者が当該子の１歳６月到達日にお

いて地方等育児休業をしている場合 

⑵ 当該子の１歳６月到達日後の期間について育児休業をすることが継続的な勤

務のために特に必要と認められる場合として市規則で定める場合に該当する場

合 

第３条第６号中「別居したこと」の次に「、育児休業に係る子について児童福祉

法第３９条第１項に規定する保育所、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合

的な提供の推進に関する法律（平成１８年法律第７７号）第２条第６項に規定する

認定こども園又は児童福祉法第２４条第２項に規定する家庭的保育事業等（以下

「保育所等」という。）における保育の利用を希望し、申込みを行っているが、当

面その実施が行われないこと」を加え、同条第７号中「該当すること」の次に「又

は第２条の４の規定に該当すること」を加える。 

第４条中「別居したこと」の次に「、育児休業に係る子について保育所等におけ

る保育の利用を希望し、申込みを行っているが、当面その実施が行われないこと」

を加える。 

第１０条第７号中「別居したこと」の次に「、育児短時間勤務に係る子について

保育所等における保育の利用を希望し、申込みを行っているが、当面その実施が行

われないこと」を加える。 

第２０条第２号中「次のいずれにも該当する」を「勤務日の日数及び勤務日ごと

の勤務時間を考慮して市規則で定める」に改め、同号ア及びイを削る。 

第２４条を第２６条とし、第２３条の次に次の２条を加える。 

（妊娠又は出産等についての申出があった場合における措置等） 

第２４条 任命権者は、職員が当該任命権者に対し、当該職員又はその配偶者が妊

娠し、又は出産したことその他これに準ずる事実を申し出たときは、当該職員に

対して、育児休業に関する制度その他の事項を知らせるとともに、育児休業の承

認の請求に係る当該職員の意向を確認するための面談その他の措置を講じなけれ

ばならない。 

２ 任命権者は、職員が前項の規定による申出をしたことを理由として、当該職員

が不利益な取扱いを受けることがないようにしなければならない。 

（勤務環境の整備に関する措置） 

第２５条 任命権者は、育児休業の承認の請求が円滑に行われるようにするため、

次に掲げる措置を講じなければならない。 

39



⑴ 職員に対する育児休業に係る研修の実施 

⑵ 育児休業に関する相談体制の整備 

⑶ その他育児休業に係る勤務環境の整備に関する措置 

附 則 

この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

 

40



議案 第２４号 

 

 

那須塩原市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部改正に

ついて 

 

上記議案を提出する。 

 

令和４年 ２月２５日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 

 

 

那須塩原市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部を改正

する条例 

那須塩原市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（令和元年那須塩原

市条例第３６号）の一部を次のように改正する。 

第２条に次の１項を加える。 

３ 那須塩原市職員の給与に関する条例（平成１７年那須塩原市条例第５０号。以下

「給与条例」という。）第６条の２（第５号に係る部分に限る。）の規定は、会計年

度任用職員の給与の支給に適用する。 

第５条第２項中「那須塩原市職員の給与に関する条例（平成１７年那須塩原市条例

第５０号。以下「給与条例」という。）」を「給与条例」に改める。 

第１２条に次の１項を加える。 

４ 期末手当の基準日において、心身の故障により法第２８条第２項第１号に掲げる

事由に該当して休職にされている第２号会計年度任用職員の期末手当については、

次の各号に掲げる心身の故障の事由に応じ、当該各号に定めるところによる。 

⑴ 公務上の負傷若しくは疾病又は通勤による負傷若しくは疾病 給与条例第１

８条第１項の規定（期末手当の部分に限る。）が適用されるものとして第１項か

ら前項までの規定を適用する。 

⑵ 心身の故障が前号以外によるもの 当該休職の期間の初日の前日において退

職した者として、第１項から前項までの規定を適用する。 
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第２２条に次の１項を加える。 

４ 第１２条第４項の規定は、第１号会計年度任用職員の期末手当について適用する。 

第２７条第１項中「第１号会計年度任用職員が」を「第１号会計年度任用職員に通

勤手当が支給されるものとした場合に、」に、「ときは」を「第１号会計年度任用職員

には、通勤手当に代え」に改め、同条第２項中「その支給の単位となる一定の期間」

を「通勤に係る費用弁償の支給の単位となる一定の期間（以下「支給単位期間」とい

う。）」に改め、「第８項まで」の次に「（第５項を除く。）」を加え、同項後段を削り、

同条第３項中「通勤に係る費用弁償の支給の単位となる一定の期間」を「支給単位期

間」に改め、同条に次の１項を加える。 

４ 通勤に係る費用弁償は、支給単位期間の最初の月の勤務に係る第１６条の規定に

よる報酬の支給の日に支給する。 

附 則 

この条例は、令和４年４月１日から施行する。 
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議案 第２５号 

 

 

那須塩原市国民健康保険税条例の一部改正について 

 

上記議案を提出する。 

 

令和４年 ２月２５日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 

 

 

那須塩原市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

那須塩原市国民健康保険税条例（平成１７年那須塩原市条例第６６号）の一部を次

のように改正する。 

第２条第２項中「６１万円」を「６３万円」に改め、同条第４項中「１６万円」を

「１７万円」に改める。 

第３条の見出し中「係る」の次に「基礎課税額の」を加え、同条第１項中「１００

分の７．９」を「１００分の７．４」に改める。 

第４条の見出し中「係る」の次に「基礎課税額の」を加える。 

第５条の見出し中「係る」の次に「基礎課税額の」を加え、同条第１号中「次号、

第８条及び第２３条」を「次号、第８条及び第２３条第１項」に、「第３号、第８条

及び第２３条」を「第３号、第８条及び同項」に、「１９，０００円」を「１万９，

０００円」に改め、同条第３号中「１４，２５０円」を「１万４，２５０円」に改め

る。 

第６条中「賦課期日の属する年の前年の所得に係る」を削る。 

第１５条第１項中「同条」を「その減額後」に改める。 

第２３条中「６１万円」を「６３万円」に、「１６万円」を「１７万円」に改め、

同条第１号中「第７０３条の５」を「第７０３条の５第１項」に改め、同号ア及びイ

中「係る」の次に「基礎課税額の」を加え、同条第２号中「第７０３条の５」を「第

７０３条の５第１項」に改め、同号ア及びイ中「係る」の次に「基礎課税額の」を加

え、同条第３号中「第７０３条の５」を「第７０３条の５第１項」に改め、同号ア及
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びイ中「係る」の次に「基礎課税額の」を加え、同条に次の１項を加える。 

２ 国民健康保険税の納税義務者の属する世帯内に６歳に達する日以後の最初の３

月３１日以前である被保険者（以下「未就学児」という。）がある場合における当

該納税義務者に対して課する被保険者均等割額（当該納税義務者の世帯に属する未

就学児につき算定した被保険者均等割額（前項に規定する金額を減額するものとし

た場合にあっては、その減額後の被保険者均等割額）に限る。）は、当該被保険者

均等割額から、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額を減額

して得た額とする。 

⑴ 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割額 次に掲げる

世帯の区分に応じ、それぞれ未就学児１人について次に定める額 

ア 前項第１号アに規定する金額を減額した世帯 ３，１５０円 

イ 前項第２号アに規定する金額を減額した世帯 ５，２５０円 

ウ 前項第３号アに規定する金額を減額した世帯 ８，４００円 

エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 １万５００円 

⑵ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被保険者均等割

額 次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれ未就学児１人について次に定める額 

ア 前項第１号ウに規定する金額を減額した世帯 ８８５円 

イ 前項第２号ウに規定する金額を減額した世帯 １，４７５円 

ウ 前項第３号ウに規定する金額を減額した世帯 ２，３６０円 

エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 ２，９５０円 

第２４条中「前条の」を「前条第１項の」に、「、前条」を「、前条第１項第１号」

に、「「総所得金額」」を「「総所得金額及び」」に改め、「第３号において同じ。）」の次

に「及び」を加える。 

附則第２項中「第２３条」を「第２３条第１項」に、「同条中」を「同項中」に、「第

７０３条の５」を「第７０３条の５第１項」に改める。 

附則第３項、第４項及び第６項から第９項までの規定中「第２３条」を「第２３条

第１項」に改める。 

附則第１０項及び第１１項中「第２７条」を「第２３条第１項」に改める。 

附則第１２項及び第１３項中「第２３条」を「第２３条第１項」に改める。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条第２項及び第４項、第３条
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第１項、第５条第１号並びに第１５条第１項の改正規定、第２３条の改正規定（「係

る」の次に「基礎課税額の」を加える部分を除く。）並びに第２４条の改正規定（「前

条の」を「前条第１項の」に、「、前条」を「、前条第１項第１号」に改める部分

に限る。）並びに附則第２項から第４項まで及び第６項から第１３項までの改正規

定並びに次項の規定は、令和４年４月１日から施行する。 

（適用区分） 

２ この条例（前項ただし書に規定する改正規定に限る。）による改正後の那須塩原

市国民健康保険税条例の規定は、令和４年度以後の年度分の国民健康保険税につい

て適用し、令和３年度分までの国民健康保険税については、なお従前の例による。 
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議案 第２６号 

 

 

那須塩原市手数料条例の一部改正について 

 

上記議案を提出する。 

 

令和４年 ２月２５日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 

 

 

那須塩原市手数料条例の一部を改正する条例 

那須塩原市手数料条例（平成１７年那須塩原市条例第６７号）の一部を次のように

改正する。 

別表第１申請手数料の部に次のように加える。 

砂利採取法（昭和４３年法律第７４号）

第１６条の規定に基づく砂利の採取計画

の認可（河川管理者として行うものを除

く。） 

１件につき ３３，９００ 

砂利採取法第２０条第１項の規定に基づ

く砂利の採取計画の変更の認可（河川管

理者として行うものを除く。） 

１件につき １５，０００ 

附 則 

この条例は、令和４年４月１日から施行する。 
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議案 第２７号 

 

 

那須塩原市体育施設条例及び那須塩原市塩原Ｂ＆Ｇ海洋センター条例の一部

改正について 

 

上記議案を提出する。 

 

令和４年 ２月２５日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎   

 

 

那須塩原市体育施設条例及び那須塩原市塩原Ｂ＆Ｇ海洋センター条例の一部

を改正する条例 

（那須塩原市体育施設条例の一部改正） 

第１条 那須塩原市体育施設条例（平成１７年那須塩原市条例第１１６号）の一部を

次のように改正する。 

別表第２中「 

午前８時３０分から午後９時３０分まで １２月２８日から翌年１月４日

まで 午前８時３０分から午後９時３０分まで 

午前８時３０分から午後９時３０分まで 

午前８時３０分から午後５時まで 

午前８時３０分から午後９時３０分まで 

」を「 

午前８時３０分から午後９時３０分まで １２月２９日から翌年１月３日

まで 

午前８時３０分から午後９時３０分まで １２月２９日から翌年１月３日

まで 

午前８時３０分から午後９時３０分まで １２月２９日から翌年１月３日

まで 午前８時３０分から午後５時まで 

午前８時３０分から午後９時３０分まで 
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」に改める。 

（那須塩原市塩原Ｂ＆Ｇ海洋センター条例の一部改正） 

第２条 那須塩原市塩原Ｂ＆Ｇ海洋センター条例（平成１７年那須塩原市条例第１１

７号）の一部を次のように改正する。 

別表第１体育館の項中「１月５日から１２月２７日まで」を「１月４日から１２

月２８日まで」に改める。 

附 則 

この条例は、令和４年４月１日から施行する。 
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議案 第２８号 

 

 

那須塩原市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関す

る条例の一部改正について 

 

上記議案を提出する。 

 

令和４年 ２月２５日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 

 

 

那須塩原市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関す

る条例の一部を改正する条例 

那須塩原市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条

例（平成１７年那須塩原市条例第１４７号）の一部を次のように改正する。 

第５条の３第１項中「土砂等の汚染状態について、」を削る。 

第８条第１項に次の２号を加える。 

⑺ 土砂等の埋立て等に用いる土砂等が改良土（土砂（泥土を含む。）又は建設

汚泥にセメント又は石灰を混合し、化学的に処理したものをいう。）でないこ

と。 

⑻ 土砂等の埋立て等に用いる土砂等の発生場所が栃木県内であって、当該発生

場所から直接に搬入されるものであること。ただし、市長が特別の理由がある

と認める場合は、この限りでない。 

第８条第２項第１号中「前項第１号から第３号まで及び第５号」を「前項各号

（第４号及び第６号を除く。）」に改める。 

附 則 

この条例は、令和４年４月１日から施行する。 
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議案 第２９号 

 

 

那須塩原市太陽光発電事業と地域との調和に関する条例の一部改正について 

 

上記議案を提出する。 

 

令和４年 ２月２５日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 

 

 

那須塩原市太陽光発電事業と地域との調和に関する条例の一部を改正する条

例 

那須塩原市太陽光発電事業と地域との調和に関する条例（令和２年那須塩原市条例

第３号）の一部を次のように改正する。 

第２条第１号中「電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措

置法」を「再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法」に、「第２条

第３項」を「第２条第２項」に、「同条第４項第１号」を「同条第３項第１号」に改

める。 

第２条第４号に次のように加える。 

オ 営農型太陽光発電設備（農地に支柱を立てて、営農を継続しながら上部空間

に設置される太陽光発電設備をいう。以下この号において同じ。）であって、

那須塩原市農業委員会が判定した荒廃農地に設置されるもの（第６条に規定す

る禁止区域に設置されないものに限る。） 

カ 営農型太陽光発電設備であって、再生可能エネルギー特別措置法第２条第５

項に規定する特定契約又は同法第２条の２第１項に規定する市場取引等をし

ないで設置されるもの（第６条に規定する禁止区域に設置されないものに限

る。） 

キ 地球温暖化対策の推進に関する法律（平成１０年法律第１１７号）第２１条

第５項第３号に規定する促進区域において整備する地域脱炭素化促進施設と

して設置される太陽光発電設備（第６条に規定する禁止区域に設置されないも
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のに限る。） 

ク 市の脱炭素化に寄与し、研究目的で設置される太陽光発電設備であって、市

長が特に必要と認めたもの（第６条に規定する禁止区域に設置されないものに

限る。） 

附 則 

この条例は、令和４年４月１日から施行する。 
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議案 第３０号 

 

 

那須塩原市都市公園条例の一部改正について 

 

上記議案を提出する。 

 

令和４年 ２月２５日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 

 

 

那須塩原市都市公園条例の一部を改正する条例 

那須塩原市都市公園条例（平成１７年那須塩原市条例第１８９号）の一部を次のよ

うに改正する。 

別表第３中「１月５日から１２月２７日まで」を「１月４日から１２月２８日まで」

に改める。 

附 則 

この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

52



議案 第３１号 

 

 

契約の変更について 

 

平成３１年第１回那須塩原市議会定例会において議会の議決を得て締結した市道

旧川西２号線橋りょう修繕工事業務委託契約について、契約金額を次のとおり変更す

るため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第５号の規定により、

議会の議決を求める。 

 

令和４年 ２月２５日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 

 

 

契約金額  変更前 ３５５，１６１，４５０円 

変更後 ３２９，９００，２１１円 
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議案 第３２号 

 

 

財産の処分について 

 

次の財産の処分について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項

第８号の規定により、議会の議決を求める。 

 

令和４年 ２月２５日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 

 

 

１ 土地の所在  那須塩原市高林字巻川西１２５１番１８ 

２ 地目、地積  宅地 １６，８６８．２３㎡ 

３ 売却の方法  随意契約 

４ 売却予定価格  １５３，５００，８９３円 

５ 売却の相手方  長野県上水内郡飯綱町大字赤塩２０４番地２ 

株式会社ミスズライフ 

代表取締役 一山 哲也 
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議案 第３３号 

 

 

那須塩原市ＤＸ推進戦略について 

 

那須塩原市ＤＸ推進戦略を別冊のとおり定めることについて、那須塩原市議会基本

条例（平成２４年那須塩原市条例第１号）第１１条第２号の規定に基づき、議会の議

決を求める。 

 

令和４年 ２月２５日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 
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議案 第３４号 

 

 

那須塩原クリーンセンター長寿命化総合計画について 

 

那須塩原クリーンセンター長寿命化総合計画を別冊のとおり定めることについて、

那須塩原市議会基本条例（平成２４年那須塩原市条例第１号）第１１条第２号の規定

に基づき、議会の議決を求める。 

 

令和４年 ２月２５日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 
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議案 第３５号 

 

 

那須塩原市気候変動対策計画について 

 

那須塩原市気候変動対策計画を別冊のとおり定めることについて、那須塩原市議会

基本条例（平成２４年那須塩原市条例第１号）第１１条第２号の規定に基づき、議会

の議決を求める。 

 

令和４年 ２月２５日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 
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議案 第３６号 

 

 

那須塩原市成年後見制度利用促進基本計画について 

 

那須塩原市成年後見制度利用促進基本計画を別冊のとおり定めることについて、那

須塩原市議会基本条例（平成２４年那須塩原市条例第１号）第１１条第２号の規定に

基づき、議会の議決を求める。 

 

令和４年 ２月２５日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 
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議案 第３７号 

 

 

那須塩原市酪農・肉用牛生産近代化計画について 

 

那須塩原市酪農・肉用牛生産近代化計画を別冊のとおり定めることについて、那須

塩原市議会基本条例（平成２４年那須塩原市条例第１号）第１１条第２号の規定に基

づき、議会の議決を求める。 

 

令和４年 ２月２５日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 

59



議案 第３８号 

 

 

那須塩原市学校教育情報化推進計画について 

 

那須塩原市学校教育情報化推進計画を別冊のとおり定めることについて、那須塩原

市議会基本条例（平成２４年那須塩原市条例第１号）第１１条第２号の規定に基づき、

議会の議決を求める。 

 

令和４年 ２月２５日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 
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議案 第３９号 

 

 

那須塩原市水道事業基本計画及び那須塩原市水道事業経営戦略について 

 

那須塩原市水道事業基本計画及び那須塩原市水道事業経営戦略を別冊のとおり定

めることについて、那須塩原市議会基本条例（平成２４年那須塩原市条例第１号）第

１１条第２号の規定に基づき、議会の議決を求める。 

 

令和４年 ２月２５日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 
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議案 第４０号 

 

 

公の施設の区域外設置に関する協議について 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の３第１項の規定により、次の

とおり大田原市が公の施設を区域外設置することについて協議するため、同条第３項

の規定により議会の議決を求める。 

 

令和４年 ２月２５日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 

 

 

１ 施設の名称   大田原市自家用有償バス路線（金田方面循環線）及び停留所（那

須脳神経外科病院） 

２ 設置の場所   ⑴ 運行路線（大田原市役所から那須脳神経外科病院まで） 

① 主要地方道大田原芦野線 

大田原市境から市道野間縦３号線交差点まで 

② 市道野間縦３号線 

主要地方道大田原芦野線交差点から那須脳神経外科病

院まで 

⑵ 停留所（那須脳神経外科病院） 

那須塩原市野間４５３番１４ 

３ 経費の負担   施設の設置及び設置後の施設維持管理に関する経費について

は、大田原市が負担する。 

62



 

報告 第１号 

 

 

専決処分の報告について 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、別紙のと

おり専決処分したので、同条第２項の規定により報告する。 

 

令和４年 ２月２５日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 
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専決処分 第２０号 

 

 

専 決 処 分 書 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとお

り専決処分する。 

 

令和３年１２月２２日 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎  

 

 

契約の変更について 

 

令和３年第２回那須塩原市議会定例会において議会の議決を得て締結したいちご

一会とちぎ国体馬術競技会場整備工事契約について、契約金額を次のとおり変更する。 

 

契約金額  変更前 ４１２，５００，０００円 

      変更後 ４２３，９５１，０００円 
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報告 第２号 

 

 

専決処分の報告について 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第 1項の規定により、別紙のと

おり専決処分したので、同条第２項の規定により報告する。 

 

令和４年 ２月２５日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 
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専決処分 第１９号 

 

 

専 決 処 分 書 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとお

り専決処分する。 

 

令和３年１２月２０日 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 

 

 

損害賠償の額の決定及び和解について 

 

令和３年１０月２６日、那須塩原市○○○○地内において発生した事故による相手

側車両の損傷について、市の義務に属する損害賠償の額を次のとおり定め、和解する。 

 

１ 損害賠償額   １７８，４８６円 

２ 和解の内容   相手側の損害額は１７８，４８６円とし、過失割合は市側が１

００パーセントとする。 

市は、上記損害額を相手側の修理先に支払う。 

今後いかなる事情が発生しても、本件については、双方とも異

議の申立て、訴訟等を一切しない。 

３ 相 手 方   宇都宮市○○○○ 

          ○○ ○○ 
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報告 第３号 

 

 

専決処分の報告について 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第 1項の規定により、別紙のと

おり専決処分したので、同条第２項の規定により報告する。 

 

令和４年 ２月２５日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 
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専決処分 第１号 

 

 

専 決 処 分 書 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとお

り専決処分する。 

 

令和４年 １月１８日 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 

 

 

損害賠償の額の決定及び和解について 

 

令和３年１０月２６日、那須塩原市○○○○地内において発生した事故による相手

方のけがについて、市の義務に属する損害賠償の額を次のとおり定め、和解する。 

 

１ 損害賠償額   ３３３，６０４円 

２ 和解の内容   相手側の損害額は３３３，６０４円とし、過失割合は市側が１

００パーセントとする。 

市は、上記損害額を相手方に支払う。 

今後いかなる事情が発生しても、本件については、双方とも異

議の申立て、訴訟等を一切しない。 

３ 相 手 方   宇都宮市○○○○ 

          ○○ ○○ 
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報告 第４号 

 

 

   専決処分の報告について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、別紙のと

おり専決処分したので、同条第２項の規定により報告する。 

 

  令和４年 ２月２５日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎   
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専決処分 第２号 

 

 

専 決 処 分 書 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとお

り専決処分する。 

 

令和４年 １月１８日 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 

 

 

損害賠償の額の決定及び和解について 

 

令和３年９月２１日、那須塩原市○○○○地内において発生した事故による相手側

車両の損傷について、市の義務に属する損害賠償の額を次のとおり定め、和解する。 

 

１ 損害賠償額   ３，４０３円 

２ 和解の内容   損害額は市側が２０５，２８２円、相手側が４，００４円とし、

過失割合は市側が８５パーセント、相手側が１５パーセントとす

る。 

各々の賠償額を相殺し、相手方は、市に２７，３８９円を支払

う。 

今後いかなる事情が発生しても、本件については、双方とも異 

議の申立て、訴訟等を一切しない。 

３ 相 手 方   所有者 東京都○○○○ 

○○ ○○ 

運転者 矢板市○○○○ 

○○ ○○ 
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報告 第５号 

 

 

専決処分の報告について 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、別紙のと

おり専決処分したので、同条第２項の規定により報告する。 

 

令和４年 ２月２５日提出 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 
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専決処分 第３号 

 

 

専 決 処 分 書 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとお

り専決処分する。 

 

令和４年 １月１９日 

 

那須塩原市長 渡辺 美知太郎 

 

 

損害賠償の額の決定及び和解について 

 

令和３年１１月９日、那須塩原市○○○○地内において発生した事故による相手側

車両の損傷について、市の義務に属する損害賠償の額を次のとおり定め、和解する。 

 

１ 損害賠償額   １２，３４２円 

２ 和解の内容   相手側の損害額は２０，５７０円とし、過失割合は市側が６０

パーセント、相手側が４０パーセントとする。 

市は、市責任額１２，３４２円を相手方に支払う。 

今後いかなる事情が発生しても、本件については、双方とも異 

議の申立て、訴訟等を一切しない。 

３ 相 手 方   那須塩原市○○○○ 

○○ ○○ 
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